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要 　約

　情報化 の 進展 に よ っ て 人び とが懸念す る こ との 1 つ に デ ジ タ ル デ バ イ ドの 問題 が あ るが ，本

稿 で は デ ジ タ ル デ バ イ ドへ の 懸念 が H 本社 会にお い て 集団 間 で 差 が ある か どうか を検証す る。

性別や 年齢 と い っ た人口学的集団で 差が み られ る の か 。 ある い は階層 集団 に よ っ て 差があ る の

か 。 あ る い は情報機器 （PC ，携帯電話） の 使 用 の 有無で 差が あ る の か。こ れ ら の 議論 の 根拠 と

な る の は ，橋元 （2001）の 提示 した 「合理的無知」 とい う概念で あ り，それ に よれば 人び とは

情報機器 を使用 しな い こ とをあ え て 選択する こ とが 少な くない
。

つ ま り，
デ ジ タ ル デ バ イ ドの

懸念 を感じる よ うな社会的認識に， 日本社会は至 っ て い な い と解釈で きる 。 情報化の 進展は 目

まぐる しい が ，は た して橋元 の 調査以降もこ の ような状況が 続い て い る の か ど うか ，2001年 と

2003年 に 収集 され た 全国対象の パ ネル デ ータ を用 い て 検証す る u また ， 2 時点で の 変化 も考慮

し，使 川機 器の 開始や 中止 ，あ る い は地位移動が デ ジ タ ル デ バ イ ドへ の 懸念 に影響 を与えた か

どうか を も検証する 。 さらに，デ ジタ ル デ バ イ ドへ の 懸念を 2 時点間で増加させ た層が い る と
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した ら，それ は どの よ うな 人び とな の か も分析する 。 結論 として，集団間で デ ジ タル デ バ イ ド

へ の 懸念が あ まり存在 しな い とい うこ とが ，分析結果か ら い える 。 2 時点の 変化 を考慮 して も

同様 の 結果 だ っ た 。 そ れが 意味する こ と は何 なの か ， 日本社 会の 情報化 の 特質 を ふ くめ詳 しく

検討する 。

Abstract

　　
” Digital　dividc「「 is　one 　of　the　social 　problems　produced　by　recent 　innovations　in　information

technobgy ．　This　study 　examines 　whetheT 　differences　exist　in　people
’
s　attitudes　toward 　the　digital　divide

among 　social 　groups　in　terms 　of　sex ，　age ，　class ，　and 　those　whe 　use 　and 　those　who 　do　not 　use 　information

devices（e ．g．，　computers ，
　cellular 　phones）．　The　logic　of 　our 　analyses 　is　based　on 　the　concept 　

’
rational

ignorance「「discussed　by　Hashimoto （2001），　which 　refers 　to　people
’
s　censcious 　selection 　of 　

t’
not

「°
using

infermation　devices．　This　may 　reflect　the　fact　that　Japanese 　people　werc 　not 　so　aware 　of　the　seriousness 　of

the　digital　divide　at　the　time 　of 　his　analysis ．　Given　¢ entinuing 　innovations　in　information　technology ，　it

would 　be　 more 　meaningful 　to　examine 　more 　recent 　Japanese　attitude 　towards 　the　digital　divide．　We

examine 　this　attitude 　by 　using 　panel　data　collected 　across 　Japan　in　2001　and 　2003．　We 　also　consider 　some

changes 　between　2001　and 　2003，　examining 　whether 　peopleIs　use 　and 　disuse　of 　information　devices

aJid／or 　status　mobilization 　affected　their　attitude．　Moreover，　we 　analyze 　whether 　there 　is　a 　group （s）who

increased　their　concerns 　about 　the　digital　divide　and ，　if　there 　is，　who 　they 　are ．　The　main 伽 ding　shows 　that

there　is　no 　significant 　difference　in　people
「
s　attitude　teward 　the　digital　divide　among 　a皿y　groups，　and 　it　is

also　the　case 　even 　if　we 　consider 　the　changes 　between　200　1　and 　2003 〔except 　f（）r　a 　few　minor 　exceptiens ）．

Fina且1y，　we 　discuss　what 　the　finding　means 　wi 血 reference 　to　uniqucly 　Japanese　innovations　in　information

technology ．
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学術 論文
一

情報化社会 に お ける合 理 的 無 知 一デ ジ タル デ バ イ ド意識 の 集団差は 存在す るか

1 ．は じ め に

　1990年代半ばから
，

パ ソ コ ン，イン タ
ー

ネ ッ ト，

移動体通信 と，デ ジ タ ル 技術 ， ネ ッ トワ
ー

ク技術

の 革新に もとつ く情報機器 ， 情報 ネ ッ トワ
ー

クが ，

広 く社会
一
般 に 急速 に普及 して きた。こ の ような

情報 ネ ッ トワ
ー

ク の 社会的普及 に関 して は
， 大 き

な期 待が 寄せ られ る
一

方 ， 様 々 な負の 側面 へ の 懸

念もまた存在す る 。 とりわけ，社 会の 情報ネ ッ ト

ワ
ーク化が拡大する に したが っ て，ネ ッ トワ

ー
ク，

情報通信技術 へ の ア クセ ス が ある人 々 （組織 ・社

会）と，な い 人 々 （組織 ・社会）との 違 い （米商

務省 NTIA （1998）の い う 「デ ジ タ ル デ バ イ ド」）

が ，産業経済面 は もとよ り，政治面や社会生 活面

にお い て も，様々 な機会 と結果 の 不均等を生 み出

し， しか も拡大す る の で は ない か と の 懸念が広 く

社会的関心 を集 めて い る （木村 2001；須藤 2001な

ど）。

　 こ うい っ た デ ジ タ ル デ バ イ ドの 現象に つ い て
，

本稿 で は 人々 の 心理 的側面 に注目す る 。 つ ま り，

情 報化の 進 展 に よ っ て 生 じる社会的格差 に対 し

て ，だれ が懸念をす るのか ， そ してだれが 懸念 を

しない の かで ある 。 そ うい っ た意識は個 人や 所属

集団に よ っ て異な る可 能性が ある 。 本 当に集団差

は ある の か ， ある とした らど うい っ た 属性 の 集団

な の か ，そ して背後には どうい っ た問題が潜 ん で

い る の か ， それ らを探る こ とが本稿の 趣 旨で ある 。

〔］ 〕

2 ．集団別 に み た デジタル デバ イ ドへ の懸念

　イ ン タ
ー

ネ ッ トを中核的技術 とする情報ネ ッ ト

ワ
ー

クが ，企業活動，社会生活 に対 し て 多大 な恩

恵 を もた ら して い る こ と は疑 い な い
。

ビ ジ ネス の

場で の 商取引は もちろ ん
，

デ ータ 整理 ・保存 ， 行

政 に お ける情報処理 や
一
般 参加，あ る い は 個 人間

で の 連絡や情報 ・サ
ービ ス ・物品の 流通 ・

売買 な

ど，情報機器が利用で きる こ と に よ る利点は
， 経

済的 に も政 治的に も対 人関係的に も枚挙 に い と ま

が な い （参考 ：木村 2001；須 藤 2001）。 した が っ

て
， 新た な情報ネ ッ トワ

ー
クへ の ア ク セ ス の 有無

とい う意味におけるデ ジタル デバ イ ドが ， 多くの

社会 にお い て ，さ らに は国際的に も，社会的問題

と認識 され，多 くの 関心 を集め て きた こ とも頷け

よう 。

　デ ジ タ ル デ バ イ ドに関 して は こ れ まで
，

ア ク セ

ス の 有無 に関 する実証 的研究や 「情報 リ テ ラ シ
ー

」

「情報機器操作能力
・ス キル」の 社 会的分布な ど

が調査研究 され て きて い る 。 こ うした調査研究が

重要 で あ る こ と は い うま で もな い が，本稿 は
， 従

来の 研 究 とは
一

線 を画 し，「デ ジ タ ル デ バ イ ドに

対す る意識」の 社会的差異 を主題 と した い
。

　 こ の 主題 は，橋元 （200D の 議論 に端 を発す る 。

橋元 は， 日本社会にお い て ， デ ジ タ ル デバ イ ドの

議論は存在 しなが らも， 情報機器 を使 っ て い な い

こ と，また使えない こ とに ， それほ ど不利が 感 じ

られて い ない と指摘 した 。 イン ターネ ッ トを使用

して い な い 入は，そ れ で と くに懸念 をして い る わ

けで は な く，
む しろ使 うこ と の 利点を感 じず，必

ず しも必要 なもの で は な い と考える傾向にある と

い う。
つ ま り，イ ン タ

ー
ネ ッ ト非使用 者に

， 使用

しな い 理 由をたずね る と，「と くに必要性を感 じ

ない 」 と い う回答が最 も多か っ た の で あ る
。

　橋元 （200t）は
，

こ れを 「合理的無知」 とい う

概念で説 明 して い る 。 イ ン タ
ーネ ッ トを使用 しな

い 人 たち は ，む し ろ使用 しない こ とを合理的な選

択 と と らえる
。 彼 ら は イ ン ターネ ッ トと い う情報

メ デ ィ ア をコ ス トに 見合 っ た利益が 得 られ な い と

考 え，あえて 「無知」 （こ の 場 合 は
， 情 報機器 を

使わない こ と）を選ぶ 。

　 こ れは 2000年時点で の 調査 に もとつ く知見で あ

る が
， 現在は当時よ りもさ らに情報機器 やサービ

ス が 普及 して い る 。 た とえば
，
2000年時の イン タ

ーネ ッ ト接続対応携帯電話 の 普及 は750万契約だ

っ た の に 対 し ，
2003 年時 に は6

，
246 万契約 に 達 し

た （総務省編 2003）。
こ うした進展 を経た現 在，

デ ジ タ ル デ バ イ ドへ の 意識 は どうな っ て い る の だ

ろ うか 。
い まだに 同 じよ うに相当数の 人が，情報
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機器を必要だ と認識 して い ない の だろ うか 。 あ る

い は逆 に，以前 よ りも情報機器 を利用 しな い こ と

で 懸念する 人は増 えたの だろ うか。本稿は 2003年

の デ
ー

タ を用 い て よ り最 近の傾 向を見る の が 目的

の 1 つ で あ る 。

　 そ して本稿は また，デ ジタル デ バ イ ドへ の 懸念

が認め られる として ，そ れ は集団問で差が な い の

か に 関心 を持 つ
。

　 た とえば
， 学歴 ・収 入 ・職業 などの 階層集 団の

違 い は どうで あろ うか 。 デ ジ タ ル デ バ イ ドに関す

る こ れ ま で の 議論 に よれ ば （NTIA 　1999；太郎丸

2004＞，既存の 階層 に したが っ て 情報機器の 浸透

が進み ， 階層間で の 格差が よ り広が っ て ゆ く可能

性 が指摘 されて い る 。 ならば，社 会的低位 に位置

づ け られ る人 の ほ うが 「自分 は不利 に なる 」 と考

え て もよ さそ うな もの で ある 。 しか し， 合理的無

知の 議論 の よ うに，実際 に はそ うい っ た集団が不

利益 の 意識 を もつ と は 限 らな い と い っ た説明 もあ

る
。 本稿は ，そ うい っ た相反する議論に 1 つ の 解

答 を試み た い 。

　そ こ で 本稿は
， 橋元 （2001）の 議論 を拡大すべ

く，「社会的上 位層」 と 「情 報機器使用者」 の デ

ジ タル デ バ イ ド意識 に も注目する 。
つ まり，情報

機器 の 浸透 に よ っ て 本 来的 に は 利益 を認識 して も

よ い 集団が，必ず しも自分が利益 を亨受する とは

感 じて い な い 可能性 を検 証 した い 。 橋元 （2001 ）

の 議論 は，分析対象を情報機器の 非使用者に 限 っ

て お り，こ の 点で 本稿 は議 論を深め る こ とが で き

る はずで ある 。

　なお，本稿で はパ ネル デ
ー

タ を用 い た分析をお

こ ない ，1時点 の 状 態 だ けで はな く， 2 時点問

（2001年 と2003年） の 変化 に も注 目す る 。 2 時点

聞で 機器の 使用 をや め た 人 もい れ ば，新 た に 始め

た 人 もい る だろ う。 そ うい っ た使用 状 況の 変化 は，

デ ジ タ ル デ バ イ ドへ の 懸念 に影響を与える の だろ

うか 。 た とえば
， 使用 をや め た人 はよ り強 くデ ジ

タル デ バ イ ドを懸念す る の だ ろ うか 。

　また， 2 時点 間で 地 位移動 を経験 した 人も い る

はずで ある 。 収人や職業におい て 下 降移動 をした

人 もい れば，上昇移動を した人 もい る だろ う。 そ

うい っ た 変化は ，デ バ イ ドへ の 懸念 に 影響 を与え

る の だ ろ うか 。 た とえば，下 降移動の 人 は よ りデ

ジ タル デ バ イ ドを懸念す る の だ ろ うか 。

　ある い は ，デ ジ タ ル デ バ イ ドへ の 懸念が 2 時点

間で 変化 したか どうか も扱 う。懸念が 2時点の 間

で増 した人 もい れば減 っ た人 もい るだろ う。は た

して機器使用 の 状況や地位 の 変化 に よ っ て ，デ ジ

タ ル デ バ イ ドへ の 懸念の 増 減 は 生 じた の だ ろ う

か 。
こ れ ら の 疑問 を以 下の 分析で 解 い て ゆ きた い 。

3 ．既存研 究

　 「デ ジ タ ル デ バ イ ド」 と い う概念は， 1998年頃，

ク リ ン トン 政権 に よ り政策的課題 と して 大 きく取

り上 げられ る こ とで ，広 く社会的に認知 され ，社

会的問題 と して ， 実践的に も， 学術 的 に も広汎 に

取 り組 まれ て い る が ， そ れ以前か ら， 新 たな情報

技術の 利用 ・非利用が ， 社会的に大 きな意味 を持

っ て い る との 認識 は，政策立 案者 ， 研究者 に広が

っ て い た。こ の 文脈 にお い て は，「情報 リテ ラ シ

ー」 と い う概念が提起 され ， 議論が深め られ て き

た とい っ て よ い だ ろ う　（ALA 　l989 ；鈴木 1996 ；小

豆川 1996；郵政 省編 1998 ；宮 田 2001な ど）。

　た とえば鈴木 （1996）は
， 高度情報社会に お い

て ，こ れ まで の 社会で 「文字 リテ ラ シー」が 果 た

して い たの と同様な機能を 「情報リテラ シ
ー
」が

果た す こ と に なる と の 認識 を示 す。そ して ，「情

報 リテ ラ シ ー
」を 「高度情報社会 に適応 して い く

た め に必要な知識 と技能」 と定義 し
， その 概念 の

中核に 「情報機器利用能力」が ある と して
， その

能力 を操作的 に定義 しよ うと試 み て い る 。

　こ の よ うに ，こ れまで の デ ジタル デ バ イ ドに 関

する調査研究は ，情撮 ネ ッ トワ ーク へ の ア ク セ ス

の 有無の 社会的分布や情報 リテ ラ シ
ー

の 定義づ け

お よび そ の 社 会的分布が 主 と して 研 究 されて き

た。

　だ が 対照的に，本稿が 主題 とする ような 「デ ジ

タ ル デ バ イ ドに対する意識，懸念」の 社会的差異
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学 術 論文
一

情報化社会 に お け る 合理 的 無知
一

デ ジ タ ル デ バ イ ド意識 の 集団差 は 存在 す る か

に 関す る研究 は十分 とは い えな い
。

　情報化の 進展に 伴 う社会の 変化に対 す る意識

は
， 社会の 情報化 に関する数多 くの 調査 で 質問項

目に 含め られ て い る。ただ し，その 分析 と解釈は，

男女差 ・年齢差 ・職業差 などの 人口学上 の 所属集

団 に関す る単純 集計が多 く IX ／，パ ネ ル デ
ー

タ に

よる分 析 もほ と ん ど存在 しなか っ た （大東 京火 災

1997 ；神 奈川県 県民 部県 民課 1999 ；宇 都宮市

1998 ；日経産業消費研究所 2001 ；安河内 2003 ；

総務庁編 2003＞。

c3／

　 と くに，本稿 で問題 とす る よ うなデ ジ タ ル デ バ

イ ドへ の 懸念 に関す る集 団間の 差異 は，積極的に

扱われ て こ なか っ たと い っ て よ い だ ろ う。 橋元の

提起 した 「合理的無知j に つ い て
， その 概念の 重

要性 に も関 わらず ，その 後議論 は深め られ て い る

とは言 い 難い 。 その 意味 で，本稿の ように，利益

を感 じて しか るべ き層に着目す る の は意義深い と

い える 。

4 ．デ
ー

タ

　本稿 で は， 2 時点 （2001年 ・2003年）で 収集 さ

れ た パ ネル デ
ー

タを使用する 。 詳細 は後述するが ，

そ の うち時点 2 の デ ータを基点にする 。

　な お ，「時点 1 の 諸変数］ の 「時点 2 の 態度」

へ の 影響 と い うの は本稿で は中 心的 に扱 わ な い 。

2年前の 諸属性が ，時点 2 で の 情報化へ の 態度 に

影響 を与 える と 考える の は あ ま り賢明で は な い た

め で ある 。 とくに情報分野で は態度 の 変化 は 目ま

ぐる しい と考えられ る 。
た だ し ， 時点 1 と 2 の 間

で 変化が 生 じた属性の み ，そ の 変化が議論上 で 重

要 と思 わ れ る場 合は 考慮 に入れ る 。 後述す る が ，

そ れ は 「デ バ イ ドへ の 懸 念」 「収入」 「就業形態」

「機器使用 」に お い て で ある 。

　本デ ータ は
， 橋 元良明を代表とす る プ ロ ジ ェ ク

トチ ーム に よ り収集 された 。 調査期 間 は，時点 1

が2001年ll月29 日か ら 12月16日で あ り， 時点 2 が

2003年11月27 日から12月14日 で あ っ た 、 対象は全

国の 10代か ら70代 の 男女で
， 層化二 段無作為に よ

る抽出を実施 した 。 地点数は 200，標本数は 3000

であ り，時点 1の回答者数は1878名で あ っ た （回

収率62．6％ ）。 時点 2 の 標本 は 時点 1 の 回答者 を

対象 としてお り，回答 者数 は 1246名で あ っ た （回

収率66．3％ ）。時点 1 と 2 と もに
， 質問紙 は調査

員に よ る個別訪問留置法に よ っ て 回収 され た 。 質

問項 目 は 情報機器に 関する もの が 主 で ，利用情報

機器 ，
イ ン タ

ー
ネ ッ トに 関す る リテ ラ シ ー

，メ デ

ィ アへ の イメージ
， 諸心理 的尺度 （孤独感，信頼

感 な ど），人 口 学的属性な どであ る 。

5．変数

　こ こ で 使用す る 変数は
， すべ て 時点 1 と 2 の 質

問紙に共通 し て 存在す る質問項 目か ら きて い る、，

具体的 な値 は表 1 の 通 りで ある 。 なお ，分析 の 厳

密性 を増すため に，時点 1 と 2 の 両方で 有効 回答

を したケ
ー

ス の み を ， 本稿で は扱 うこ とを断 っ て

お く。 分析対象の ケ
ース は N ＝ 889で ある 。

　従属変数 は ，「（デ ジ タ ル ） デ バ イ ドへ の 懸念」

で ある 。 本調査で は ， 情報化の 進展 に伴 う社会的

変化 へ の 認識 に つ い て
， 次 の よ うな項 目を訊 い て

い る 。 （a ）情報 を うまく利用で きる人 とで きな

い 人の 差が広 がる ； （b）次 々 と現れ る新 しい 情

報機器 を使 え な い と，取 り残さ れ そ うで 不 安 だ

（それ ぞれ へ の 回答 は ，そ う思 う＝ 3 ，や や そ う

思 う＝ 2，あまりそ う思 わな い ＝ 1
， そ う思 わな

い 一〇）。

　 「合理的無知」 とい う観点か らの デ ジ タル デ バ

イ ドは
， 利用 ，非利用 に よ る様 々 な社会的差の 認

識 と
，

そ の 差 を問題だ と思 うか どうか の 評価の 問

題 が 組み 合わ されて い る。 した が っ て ，これ ら

（a），（b） 2 項 目を合成す る こ と に よ り，「（デ ジ

タ ル ）デ バ イ ドへ の 懸念」 と して ，本稿の 分析で

は変数 とする こ と に した 。

　次 に，説明変数は大 き く4 つ に 分 け られ る ． ま

ずは入口学的属性 で ある。こ れ は性別 と年齢で測

定 され る 。 性別 は，男 ＝ 0 ，女 ＝ 1で あ る 。 年齢

は比率尺度 （実年齢）に よ っ て測 られ る （IO代 ，
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表 1　記述統計値

平均 標準偏差 範囲

時点2」」一L
デバ イ ドへ の 懸念 4．20

■｝11「「r「11■■「■「冂1「「111■■「「r「■■■「「一■■■■「一1「「「■■「「「〒「■
　 　 1．3680 −6

性別 （女＝1） ．50 ．500 0−1

年齢 45．4814 ．41314 ・73

学歴 2．50 ．931 1．5

収入 3．43 1．5521 −8
就業形態 （フル＝1） ．55 ．498 0−1
PC ネ ッ ト使用 ．45 ．497 0−1

携帯使用 ，75 ．431 0−1
携帯ネ ッ ト使用 ．46 ．499 0−1

情報処理能力 4．26 2．7010 ・10
時点 1鹵F．． Li」鹵．一．」」」」一．．」
デバ イ ドへ の 懸念 4．09 1．4180 −6

収入 3．49 1．5951 −6
就業形態 56 ．497 0−1

PC ネ ッ ト使用 ．41 ．492 0．1
携帯使用 ，66 ．472 0．1
携帯ネ ッ ト使 用 34 ．473 0−1

注 ： N ＝889 。 時点 1 の 値に つ い て は，時点問で 変化 しう

る もの だけ を載せた。

20代 と い っ た カ テ ゴ リ
ー間隔尺度 で は ない ）。

　第 2 の 説明変数は
， 階層で ある 。 こ れは学歴 ，

収入 ，就業形態 とい っ た社会経済的地位の 高低で

測定 される 。 学歴は
， 中学校＝ 1，高校 ＝2 ，短

大な ど＝ 3 ， 大学＝ 4 ，大学院 ＝ 5 。 収入 （世帯）

は，200万 円未満 ＝ 1
，
200万以 上 〜400万未満 ＝

2
，
400万以上 〜600万未満 ＝ 3

，
600万以上〜800

万未 満＝ 4 ，800万以 上 〜1000万未満 ； 5
，

工000

万〜1200万 未満＝ 6
，

1200万 〜1400万未満 ＝ 7
，

1400 万以上 ＝ 8 。就 業形態 は，フ ル タ イ ム ； 1
，

それ以外 （パ
ー ト・主婦 ・学生 ・定年退職者な ど

ふ くむ） ＝ 0 で ある 。

　 なお ，職種 （事務職か技術 職か など） に 関 して

は 本稿 で は対象外とす る 。 職種 に 関す る質問に は ，

就 業形態が フ ル タイ ム の 人 しか原則 的に答えて い

な い
。 と こ ろ が

， 学生や 高齢者 な ど，職 をもた な

い 人 も本調査 には 多く含 まれ るため （年齢層が そ

れ だけ広 い こ と の あ らわ れ で あるが）， 職 種 を多

変量解析に入 れ る と，職 を もたない 回答者がすべ

て 欠損値 とな っ て しまう。 そ こ で本稿で は，た と

えば中高年の 労働者にむけた調査な ど とは質的に

異なる扱 い をする こ とに した 。

　 さ らなる説明変数は ，情報機器使用の 有無で あ

る 。 PC （パ ソ コ ン）と携帯電話 （PHS ふ くむ）

を扱 うが，木村 （2001）に よれ ば PC や 携帯電話

は機器の 使用だけで な く，い か に通信機器 と して

ネ ッ トワ ーク 上で 使用 され て い るか が 重 要 とな

る 。 その た め
，

PC 使用は ，
　 PC ．ヒの ネ ッ トワ

ー

ク使用が な され て い る か を問題 とす る 。 使用 ＝ 1，

非使用 ＝ 0 で ある （「PC ネ ッ ト使用」 とよぶ ）。

　 また，携帯電話 の 使用は 2 種類 に わけ られ ， 通

話機 能の 使用 に よ る もの （「携帯使用」 と よぶ ），

そ れ か らiモ ー
ドや 携帯メ

ー
ル の 使用 に よ る もの

（「携帯ネ ッ ト使用」と よぶ 〉と で 区別する 。 どち

ら も， 使用 ＝ 1 ，非使用 ＝ 0 で ある n 携帯ネ ッ ト

使用 は用 途が独 特で あ り，PC や携帯 通話 に 比 べ

て 娯楽志向 ・単純 目的志向が強 い と思わ れる 。

　最後の 説明変数 は
， 情報処理能力 で あ る 。こ れ

は，デ ジタ ル デ バ イ ドへ の 意識 を規定す る もの と

して重要と予想され る 。 た とえば
，

い くら階層が

低 く， 機器使用 を して い な くとも，情報を処理す

る能力が高ければ不平等 を感 じずにすむ可 能性が

ある 。 こ れ は
， 小豆川 （1996）の 研究 を発展させ

た木村 （2004）の い う 「情報 ハ ン ドリ ン グカ」 と

よばれ る指標で測定す る 。 情報処理 に関す る 5項

目の合計点で ある （情報探索力 ・情報収集力 ・情

報選択 力
・
情報伝達力 ・共創力）。

川

　なお ，
これ らの属性の うちには，時点 1か ら 2

まで の 問に 変化 した もの も含 まれて い る 。 そ の 変

化の 分布 は表 2 に示 されて い る 。

　 まず，デ ジ タ ル デ バ イ ドへ の 懸念 と収入は 「増

加」「減少」「変化な し （不変）」 の 3 タイプ に 分

か れ る 。

　次に
， 就業形態は 4 タ イプに分か れ，時点 2 で

フ ル タイ ム の 人は時点 1 の 就業形態 に よ っ て 2 タ

イ プ に 分か れ る 。
つ ま り， 「フ ル タ イム → フ ル タ

イム 」型 と 「非 フ ル タ イ ム → フ ル タ イ ム 」型で あ

る 。 また ，時点 2 で 非 フ ル タ イ ム の 人 も 2 タ イ プ

に分 か れ
， 「非 フ ル タ イム → 非 フ ル タ イム 」型 と

「フ ル タ イム → 非 フ ル タイム」型 で あ る 。
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学術 論文
一

情報化社会 に おける 合理的無知
一

デ ジ タ ル デ バ イ ド意識 の 集 団差 は 存在す るか

表 2　属性の 変化

デバ イ ドへ の 懸念 収入一

変化 変化

増加

減少

不変

36．6％

32．1％
31．3％

増加

減少

不変

24．6％
29．6％

45．8％

就業形態

時点 1 時点2
フ ル

非フル

フ ル

フル

5α4％

4．3％

非 フ ル

フ ル

非 フ ル

非フ ル

40，2％

5．2％

分析 と して 線形回帰分析 をお こ な う。 従属変数は，

時点 2 の デ バ イ ドへ の 懸念と し （間 隔尺 度），説

明変数 もすべ て時点 2 の もの であ る 。 2 ）次に時

点 1 と 2 の 間の変化 を考慮する 。 その 際の 従属変

数 は 1） と同様で あ り，また線形 回帰分析 を用 い

るが ，説明変数 と して は収入 ・就業形態 ・機器使

用の 変化 を考慮す る 。 3 ）最後に，従属変 数で あ

る デ バ イ ドへ の 懸念に つ い て 2時点の 変化 を考慮

する 。 時点 1か ら 2 で 「デ バ イ ドへ の 懸念が増加

したか ， そ うで ない か」 とい う 2項変数 にす る た

め， ロ ジス テ ィ ッ ク 回帰分析 を用 い る 。

7 ．知見

機器使用

時点 1 時点 2PC1 携帯 　携ネット
…

使 用

非使用

使 用

使用

34．4％
10．1％

i62．9％
112 ，5％
　膊

i撒
…

非 使用

使 用

非使用

非使 用

48．9％

6．5％

121．0％；
　 3．6％

…

477 ％

i5．8％

注 ：すべ て N ヨ889。

　最後 に
， 機器使用 （PC ，携帯，携帯ネ ッ ト）

も 4 タ イプ に分 かれ る 。 時点 2 の 使用 者 は
， それ

以前 （時点 1）の 使用 ・非使用 に よ っ て 2 タ イプ

に 分 か れ る 。
つ まり，「使用→使用」型 と 「非使

用 → 使用」型で ある 。 また，時点 2 で非使用 の 人

も 2 タ イ プ に 分か れ ，「非使用→非使用 」 型 と

「使用→非使用」型で ある 。

6 ．分析方法

　本稿で は まず ，
2 変数間か ら分析 を行 う。 す な

わ ち ， デ バ イ ドへ の 懸念 の 大小 に つ い て の ，各集

団の 平均値 の 比較で ある 。 集団 を分 ける属性 （説

明変数）が名 目尺度か順序尺度で示され る場合は ，

各集団の平均 の 差に T 検定をお こ ない
， そ れが 間

隔尺度か比率尺度 の 場合は，相関係数を用 い る 。

　次にお こ な うの が 3種類の 多変量解析で ある 。

従属変数 をデ バ イ ドへ の 懸念 として，ど の 変数が

影響力 を 与えるか を検証する
。

1 ）まずは 通 時的

7 ． 1． 2変数間の 関係に つ い て の 知見

　 こ こ で は デ バ イ ドへ の 懸念 が 集 団 間 で 異 な る か

ど うか を調べ る ため に 2 変数 間の 関係 に 注目する

（結果は表 3 ）。 名 目尺度
・
順 序尺 度 か ら なる変数

は
，

T 検定 に よ る集団差 を検証 して い る 。 間隔尺

度の 変数は，相関係数を示 して い る。

　まずい える の は，ど の 集団 もデ バ イ ドへ の 懸念

は そ れ な りに もっ て い る と い うこ と で あ る 。 どれ

も4前後の 値を示 して い る 。 デ バ イ ドへ の 懸念は，

0 か ら 6 まで を範囲 とす るた め
，

4 前後 と い う数

値は 高す ぎも しない が ，低 くもな い 値で ある 。

　次 に
， 結果を こ の ま ま読み取 る とい くつ か の こ

とが い え る 。 年齢 に関 して い えば，年齢別で デ バ

イ ドの 懸念に差がある 。 年長者の ほ うが 懸念は強

め で あ る 。 また，階層で い えば，（収 入 をの ぞ い

て ）学歴 と就業形態に よ っ て懸念の値が 違 うの だ

が，学歴 が高い ほ ど懸念が 強 い とい っ た単純な関

係 には な い
。 また，情報機器の使用 に つ い て は，

PC を の ぞ い て 懸念 に集団差 はみ られ ，使用する

人 の ほ うが強め の 懸念 を もつ とい う結果で あ る 。

こ れ は，懸念が低 い こ と と非利用 との 相 関を示 し

て お り，「合理 的無知」仮説 を支持する と解釈す

る こ とが で きる よ うに も思 われる 。 なお，それ以

外の 変数に関 して は，男女別，情報処理 能力別に

お い て，懸念の 程度 には違い が見 られない 。
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表 3　 各変数別に み たデバ イ ドへ の懸念

（平均値の T 検定 ， あるい は相関係数）

デバイ ドへ の懸念

男

女

4．204
．21

n ．S，

年齢 （相関）．P．LLL 「
・．069 P＜ ．05

中学校

高校

短大など

大学

大学院

尸
　 3．85

　 4．16

　 4．37

　 4．33
　 4．00

Pく．05

世帯収入 （相関）
一L」

．031 n ．S．

フ ル タイ ム

非 フ ルタイ ム　　　　　　　．冂11．

4，314

．07

Pく ．011

一
PC ネッ ト使 用

PC ネ ッ ト非使用

4．284

ユ4

n ．S，

携帯使用

携帯非使用　　　　　　　　　 一

4303
．89

P〈 ．001

携帯ネ ッ ト使用

携帯ネ ッ ト非使用

4。394

．04

Pく ．001

　　　　　門
情報処理能力 （相関） ．052 n．s．

注 ： N ＝889。変数は時点 2 の もの 。

　 しか し，
こ うい っ た 2変数間の 関係 を見ただけ

で 結論 は だせ ない 。 なぜ な ら，こ れ らは 他の 変数

に影響を うけた擬似相 関の 可能性 もある からで あ

る。つ ま り， 2変数以外の もの を統制 し て み な い

こ とに は，そ れが 本当に相関 をもつ もの な の か は

わか らない 。 こ の あ と の 多変量解析に お い て変数

の 統制が行 なわ れるが，その 結果 をみ て再度検討

す る こ と に した い 。

　 た だ し， 1 つ 重要点 と して 指摘 すべ きこ とがあ

る 。 それ は，どの 変数 もデ バ イ ドの 懸念 に つ い て

大きな違い を生み 出 して い な い こ とで ある 。 有意

差が ある とい えども，結果 をみ る か ぎり実際の 値

の 差 は 1以下 ば か りで ある 。 そ の ため ， 賢明な解

釈 と して は
， 有意で はあ っ て も集団間の 値の 差異

は 決 して 大 き くは な い と い うこ と で あ ろ う。
こ の

点 を念頭 にお きつ つ ，多変 量解析 に進み た い
。

7 ． 2．多変量解析 か らの 知見

　こ こ で は 多変量解析に よ っ て
， 他 の 条件 を統制

する こ とで 各変数とデ バ イ ドへ の 懸念 との 関係 を

表 4 　デバ イ ドへ の懸念に 関する重 回帰分析

デバイ ドへ の懸念

a

λ 々甥 醗

性別 ．118 （．101） ．043

年齢 ．001（．004） ．009

遅…鰯 鱒 軅

学歴 ．085 （．055） ．058

収 入 一．010（．031） 一．012

就業形態 208 α 03）歯 ．076
懶 攤 嬲

PC ネッ ト使用 一．078 （．109） 一．028

携帯使用 243 （ユ29） ．077

携帯ネッ ト使用 ．209 口 20） ．076

勘

情報処理能力 ，014 （．018） 、028
定数 3．389 （．338）

燃

R2 乗 ．031

注 ：
tp

＜．05
，

★★

pく ．01，　t ★tp
く ．OOI。　 N ＝ 889。（a ）の 数値に

標準化 され て いな い係数で，括弧内は標準誤差。（b）の 数ff

は標準化 され た係数。変数は時点 2の も の。

み た い 。 結果 を示 した の が表 4 で あ る 。

　 まずは階層に注 目 した い が ，結果 をみ る と，他

の 条件 が 同様な らば フ ル タ イ ム 就 労者は そ の 他 の

人 （パ
ー

トタ イム ・学生 ・主婦 ・
定年退職者 など）

に 比べ ，デ ジ タ ル デ バ イ ドへ の 懸念 を強 くもつ 傾

向にある 。
こ の こ とは

，
フ ル タイ ム 就労者が仕事

で 情報化 に対応 して ゆ かね ばな ら な い と い うプ レ

ッ シ ャ
ーをもち，乗 り遅れ る と他人 と差が 開 い て

しな うか もしれ ない と心配 して い る こ とを示 し て

い る 可 能性 が あ る 。 対照的 に
，

フ ル タ イム で な い

人 は
， 情報化に よ る プ レ ッ シ ャ

ー
を比較的感 じず

に済んで い る と考え られ る 。 しか し
， 注意せ ね ば

ならな い の は，標準化され た係数が ．076 で あ る よ

うに，影響力はそ れ ほ ど大 きくない こ とである 。

　 また
， 情報機器 の 使用 に つ い て 注 目 して み る と，

どれ も有意 な影響 を示 さない こ とがわ かる 。 情報

機器使用 の 有無は デ ジ タ ル デ バ イ ドへ の 懸念 を強

くもつ か どうか に は あ ま り関係 が な い と い うの

が ，
こ こか ら得 られ る知見で ある 。

　その 他の 点 に関 して い えば ，性別 ・
学歴 ・

機器

使 用で みられた前出の 2 変数間分析の 結果は，擬
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デ ジ タ ル デ バ イ ド意識 の 集団差は 存在す る か

似相関で ある可 能性 が 高い 。 こ れ らは他の 変数の

影響を受けて い るがゆえに，デ バ イ ドへ の懸念と

関係が ある よ うに み えて い た よ うで あ る 。

　また，どの 変数 に関す る結果 をみ て も，集団間

の差 は大きくない こ とは，念頭 に とめ てお く必要

があろ う。

7 ． 3．時点 1か ら時点 2 へ の変化の 影響

　次 に ，時点 1 か ら 2 へ の 変化を説明変数 と して

分析に入れ た い
。 変化の可能性の ある説明変数 と

して ，収 入，就業形 態 ， 情報機器使用が ある 。 従

属変数 は先の 多変 量解析 と同 じで ある 。 結 果は表

5 の 通 りで ある 。

　まず ，階層 の 影響 に つ い て で ある 。
こ れ は言 い

換 えれば
， 地位移動 が デ バ イ ドへ の 懸念に影響 し

たか ど うかに つ い て の 分析 と考 えられ る 。

　結果 を ま とめ て い え ば ，（収入 と就業形態 に 関

す る）地位上 昇 ・下降は，有意な影響を与えて い

る わ け で は な い こ と に な る 。

　ただ し，就業形態につ い て は，フ ル タイム で 継

続的 に働 い て い る 就業者 （フ ル → フ ル ）は， 2 時

点 ともフ ル タイム で ない 人 （非 フ ル → 非フ ル ）に

比 べ
， 懸念 を強 くもつ 傾向に あ る こ とが わか る 。

こ れ は
， 先の 結果 を支持す る と考えられ る。つ ま

り，
フ ル タ イム 就業者の 「遅 れ て は い けない 」 こ

と へ の 心 配 で あ る 。 た だ，標 準 化 され た係 数

は ．082と い うよ うに，また して も影響力が さほ ど

大 きくない 。

　次に ，情報機器の 使用 （開始
・中止）につ い て

だが，そ れぞ れ の 機器で 変化を考慮 して み たもの

の ， 2 時点間で の 機器開始や 中止は，概 して有意

な影響を与えて い ない よ うで ある 。

　 た だ，携帯電話 に つ い て は，使 用 をや め た 人

（使 → 非）は 2 時点とも使 っ て い ない 入 （非 → 非）

に比べ ，デ バ イ ドへ の 懸念を強 くもたない こ とが

わか る。 しか し，標準化 され た係 数 は 一．092 と い

うよ うに ， 影響力が それ ほ ど大 きくな い こ と もま

た注 目して お かね ば な らな い
。

表 5 　デバ イ ドへ の懸念 に 関する重回帰分析

　　　 （時点 1 か ら 2 へ の変化の影響）

注 ：争く．05，　
＋ ★

p〈 ．Ol，　
de★ tp

く 001。　N ＝889。（a ）の 数値は標

準化さ れて いな い 係数で，括弧内は標準誤差e （b）の 数値 は

標準化された係数 e 収入
・
フ ル タイム におけるダミ

ー
変数

は 「不変」，PC 使用
・携帯使用 ・携帯ネ ッ ト使用 にお け

る ダミー変数は 「非使用 → 非使用」。

7 ． 4 ．デ バ イ ドへ の 懸念の 増減に つ い て

　最後に
， 従属変数で あ る デ バ イ ドへ の 懸念に 2

時点問で 変化が 生 じた こ とを考慮す る 。
こ こ で は

懸念が 「増 えたか どうか」を扱 う2 項変数を用い

る 。 そ の た め
，

ロ ジ ス テ ィ ッ ク 回帰分析 を使用 し，

従属変数は
， 増加＝ 1

， 不変ある い は減少 ＝ 0 で

あ る 。 結果は表 6 の 通 りで ある。

53

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japan Association for Social Informatics

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Assooiation 　for 　Sooial 　工nformatios

表 6　 デバ イ ドへ の懸念の増加に関 する ロ ジス

　　　　　　 テ ィ ッ ク回帰分析

注 ：
tp

く ．05
，
　
ktp

く ．OL 　
tttp

く ．001 。 （a》の数値 は標準化され

て いな い係数で ， 括弧内は標準誤差 e （b）の 数値は指数。 N

＝889。収入
・
フルタイム に お ける ダ ミー変数は 「不変」，

PC 使用
・携帯使用

・携帯ネッ ト使用におけるダミ
ー

変数

は 「非使用→非使用」。「性別」 「年齢」 「学歴」 「情報処理

能力」 は時点 1の もの。

　まずは
， 階層の 変化 （地位移動）に つ い て であ

る 。 単純 に解釈で き る の は
， 収入の 係数が 有意 な

こ とに つ い て で ある 。
こ れ は，収入が 減少 した人

は収 入が変 わ らなか っ た人 よりも，デ バ イ ドへ の

懸念が 増加す る確率が高か っ た こ とを意味 して い

る 。 収入が 減 る と い うこ とは地位 下降 の 大 きな要

素で あ り， それがデ バ イ ドへ の 懸念 を強 くす る要

因とし て働 い た こ とは予想 に 即 して い る。

　た だ し，情報機器 の 使用状況の 変化 に つ い て い

えば
， 機器使用の 開始 ・中 IE （非 → 使，使 → 非）

は，どの 機器 に関 して もデ バ イ ドへ の 懸念 に とく

に影響 を与 え て い な い と い う結果がで た 。

　 しか し，それ以外 の 点 に つ い て 結果か ら一貫 し

た解釈をする の は 困難で あ る 。 携帯使 用に つ い て

は ，継続的に使用 して い た人 （使→使）の ほ うが ，

ず っ と使用 して い なか っ た人 （非→非）に比べ ，

懸念が 「弱い 」確率が高か っ たの に，携帯ネ ッ ト

に つ い て は，継続的 に使用 して い た人 （使→使）

の ほ うが
， ず っ と使用 して い なか っ た人 （非→非）

に比べ ，懸念が 「強 い 」確率が 高か っ た 。 こ れ ら

の 意味 を解釈す る の は容易で はな い
。

8 ．議論

　以 上 の 分析結果か らみ る 限 り，デ バ イ ドへ の 懸

念に関 して ，集団間の 差異はそ れ ほ ど大 きくな い
。

まず，男女別や年齢別 と い っ た人 口 学的属性や ，

情報処理能力の 高低で み た場合に も，デバ イ ドへ

の 懸念の 強弱 に は
， あ ま り関連が な か っ た 。 そ し

て橋元の 指摘 して い た 「合理 的無知」に 関連 して
，

情報機器 をもつ 人 と もた な い 人 で は，機器 を もた

な い 人がデ バ イ ドを強 く懸念 して い るわけで もな

い し， もつ 人が と りわ け有利 と感 じて い るわけで

もな い
。 階層 に つ い て もま た，低位の 人が デ バ イ

ドを強 く懸念する傾向もな く，高位の 人が 特別有

利 と感 じるわ けで もな か っ た 。

／15）

　こ れ は，デ バ イ ドに よ っ て 不利益 を こ うむ る と

考えられ る層 （階層低位，機器非使用者）が，実

際 には懸念が強い わけでは ない とい う意味で，橋

元 （2001）の 2  年デ
ー

タ に もとつ く見解を，今

回の 2003年デ
ー

タ で 裏付 けた こ と に なる 。

　 しか し ， そ れだけで な く，橋元が も っ ぱ ら情報

機器の 非利用者に焦点をあて，「合理 的無知」概

念で 説明 したの に対 し ， 本稿は利益 を享受する 可

能性の 高 い 層 （機器利用者 ， 階層高位者）を も対

象に入れた。 そ して分析結果は，利益を亨受する

54

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japan Association for Social Informatics

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Assooiation 　for 　Sooial 　工nformatios

学術 論 文 一情報化社会 に お け る 合理 的無知
一

デ ジ タ ル デ バ イ ド意識 の 集 団 差 は存在す る か

ロ∫能性 の 高 い 層の デ バ イ ド意識が ，不利益 をこ う

む りそ うな層 の デ バ イ ド意識 とさほ ど差が ない こ

とを示 した 。
つ まり，利益 を享受 して しか る べ き

層が
， 利益 を実感で きて い な い 現状が指摘で きる 。

冒頭で もふ れた ように，情報 ネ ッ トワ
ー

ク の もつ

力 は枚挙 に い と まが ない
。 商取引で の 活用は もち

ろ ん ，行政 へ の 参加 ，さ ら に は個 人使用 で の 情

報 ・物品の や り取 りな どにお い て ，情報 ネ ッ トワ

ー
ク は利用で きる 。

こ れを使 い こ なすこ とが有益

であ るの は 自明の こ とに思われる 。

　 しか し，利 用者 はそれが 実感で きな い 現状が あ

る 。 また他方で ，非使用者 も使 え な い こ との 不 都

合を感 じて い ない 。 こ の 意味する こ とは何で あろ

うか 。

　こ れは もはや ，橋元 （2001）の指摘 した，非使

用者 だけ の 問題 で は な い よ うに思 われ る 。 む し ろ
，

情報機器ある い は情報 ネ ッ トワ
ー

クに対 して ，使

用者 に も非使用者に も共通 した，社会全 体の 問題

で ある 。

　 その 視点か ら合理 的無 知の 概念 を整理 す る と ，

合理 的無知の 適用 範囲は ， 橋元 （2001）の い う

「情 報機器 使用 の 利益 へ の 無知」 だ けで は な く，

利益 を享受すべ き側 に よる 「情報 ネ ッ トワ
ーク の

力」 に対する無知 に も適用で きる。 これ を本稿で

は合理的無知 とは区別 し，そ の 発展形 と して
， 日

本社 会に広 く通底 する 「情報 ネ ッ トワ
ー

ク ・エ ン

パ ワ ーメ ン トへ の 無知」と よ び た い
。

こ れ は
， 不

利益 をこ うむ る側の 合理的無知をも含め た ，よ り

包括 的な もの で ある。

　現実問題 と して
， 今 日の 目本社会で デ ジ タ ル デ

バ イ ドが進行 して い る の は，これ まで も複数の 研

究 に よ っ て 示 され て お り， 日本で の 情報機器の 保

有は 高位の 階層 に 偏る 傾向に ある （木村 2001；太

郎丸 2004）。
こ の ような現象面 にお けるデ バ イ ド

の 存在が ありな が ら
，

なぜ不利益 をこ うむる層 と

利益 を享受する 層の 問で
， 意識 の差 が生 じな い の

だ ろ うか 。 また ，日本社会 に おける情報ネ ッ トワ

ー
ク の もつ エ ン パ ワ

ー
メ ン トへ の 無知が ，社会 に

広 く存立 して い る機制は ど の よ うなもの なの だ ろ

うか。以下 で 検討 して み た い
。

9 ．「情報ネ ッ トワ
ー

ク ・エ ン パ ワ
ーメ ン トへ の

無知」を生み だす温床

　まず第 1に， 日本 は貧富の 差の 激 しい 2 極化社

会 にそ う簡単 には な りえない とい う人び と の 楽観

視の 可能性 を指摘する こ とがで きよ う。 近年は所

得格差拡大，階層化へ の懸念 も強ま っ て きて い る

が （橘木 1998，樋囗 2004），「1億総 中間層」 と

い っ た表現 もある ほ ど，目本 は 2 極化 した社会 と

は違 う構造 をもち，社会成員の 同質性 も強調され

て きた 。 こ の ような社会で は，い くら便利 な情報

機器だか らとい っ て 2極化 にそこ まで 決定 的な役

割 は果た さない だ ろ うと感 じられ て い る と考える

こ ともで きよ う。 その ため ，低位階層 だろ うと強

くデ ジ タルデ バ イ ドを懸念する こ ともな く， 逆 に

高位階層だろ うと有利 と も感 じない の で は な い だ

ろ うか 。

　それ に関連 して
，

デ ジ タ ル デ バ イ ドが そ もそ も

米 国発祥 の 問題で あ る こ と も忘れ て は な らな い
。

日本 は 米国ほ ど の 不 平等が 存在 し て い な い と い う

の が ，多くの 分析結果に よ っ て 支持され る もの で

あ り （例えばジ ニ 係数な どで ），日本人は それ を

少 なか らず感 じて い る可能性が あ る 。

　第 2 に ， 携帯電話 ・携帯ネ ッ トの 広汎 な普及が

関係 して い る と考え られ る 。 携帯電話 ・ネ ッ トは

初期 コ ス トが さほ ど高 くな い た め
， 階層低位の 人

に も十分 に 入手可能で ある 。
こ の 点で 米国 の 低位

階層 の よ うに 「何に ももて ない 」 とい うの は，日

本の 階層低位の 人 々 には現実的で ない 。

　 こ の 観点か ら留 意す べ きな の は
， 日本の 場合 ，

携帯ネ ッ トが イ ン タ
ーネ ッ ト利用 と同値 されて い

る こ とで ある 。 た とえば総務省の 通信動向調査は，

2000年調査 か ら，携帯 ネ ッ ト利用者 を イ ン タ
ーネ

ッ ト利用者推計値に 算入 して い る。 とこ ろが ，携

帯ネ ッ トの み の 利用者は情報 リテ ラ シ
ーとい う観

点か らみ る と，PC ネ ッ ト利用 者 と同等に扱 うこ

とへ の 懸念はある （木村 2004）。 そ れ に もかか わ
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らず，携帯ネ ッ ト利用が イ ン タ
ーネ ッ ト利用 と同

値 さ れ る こ とか ら
， 階層低位 の 人 た ち は ，携帯電

話を使用 して い る こ とで 納得 し
，

よ り高度 な情報

化を必ず しも必 要で はな い と考 え て しま う可能性

も否定で きな い 。

　 その
一

方で
， 階層高位 の 人たちの 中に は携帯ネ

ッ トを使用せず，と くに魅力的 と思わない 人 も少

なか らず い る の で は な い か 。 用途が限定 されて い

る，キ ーボー ドが面倒 だ など理由は さまざまで あ

ろ うが，携帯 ネ ッ トに 距離 をお くこ とが ，自分の

情報化に対する ス タ ン ス とな っ て い る よ うに 思 え

る。
こ うい っ た人 た ちは，携帯 （と くに携帯 ネ ッ

ト）に非使用で もとくに不利益 を感 じない で あろ

う。 こ の 点 で ，情報機器へ の ア ク セ ス にお ける不

平等感は逆転 を起 こ して い る c，

　 さ ら に，そ の 逆転 に 関連 して ，日本の 場合は携

帯電話や ネ ッ トワ ーク の 良い 面だ けで な く， 悪 い

面が 人 々 に相当意識 され て い る こ とも挙 げ て お き

た い
。 ネ ッ ト犯 罪や 出会い 系サ イ ト上 の トラブ ル

を知 り， 情報機器 を使用す る こ とが 自分 に プラ ス

に なるだ けで は ない こ とを知 っ て お り， もっ て い

るが ゆ え の 災難 も心得 て い る 。 日本で は 「通信 の

発達＝明る い 未来」で は な い 面が と りわ け強調 さ

れ て い る よ うに 思 え る 。 情報化の 進展 と ともに 訪

れ る 負の 側面 と して
，

デ ジ タ ル デ バ イ ドとい う問

題 だ けで な く， 犯罪 と い う別 の 問題 も同時 に 人々

の 意識に 浸透 して しま っ た感 は否め ない
。 情報化

の 波 に乗 りす ぎな い よ うに する の も また賢明で あ

る とい っ た形で の 「情報ネ ッ トワ ーク ・エ ン パ ワ

ー
メ ン トへ の 無知」の 社会的認識が ある の で は な

かろ うか。

　 また
， 携帯電話 の 普及 は ，日本 にお ける IT産業

の 技術革新 と商品化能力 の 高 さを示すが ，それ は，

日本社会が 消費社会と して 成熟 して い る こ とを示

す。こ の 観点か らみ る と，消費生活に関す る限 り，

日本社会は
， イン タ ーネ ッ トなどの 情報ネ ッ トワ

ー
ク を利用 しな くとも，必要 1分 な便益 を容易 に

享受で きる 。 したが っ て
， 消費者 とい う観点か ら

み る か ぎり， 「情報 ネ ッ トワ ー
ク

・エ ン パ ワ
ー

メ

ン トへ の 無知」が合理的で あ る こ とに疑 い な い
。

だが ，それ は付加価値産出 と い う観 点か らみ た と

きに は 合理 的と言 い 難 い
。 中国が 台頭 し， 製造過

程で は
， 高い 付加価値を産み 出すこ とが で きな い

ビジネス 環境 に お い て ，情報 ネ ッ トワ ー
ク を利活

用する力は相対的 に高 い 付加価値産 出の 基盤 と し

て機能する と考え られ る 。 こ の 意味 で は
， 日本社

会 の 現状は望 ま しい とは い えな い の で は な い だ ろ

うか。

10 ．結び

　本稿で は，集団別 にデ ジ タ ル デ バ イ ドの 意識 を

探 っ てみ た。デ ジ タ ル デ バ イ ドに よ っ て 不利益 を

こ うむ りそ うな層 だか ら とい っ て，懸念 を強め に

もっ て い る わけで は ない こ とが わか っ た 。 そ の こ

とは，階層低位 の 人で も，情報機器の 使用 を しな

い 人 で も同様 に い えた 。

　 こ の 向 きを 肯定的 に と らえる べ きなの か
， 否定

的に とらえるべ きな の か は ，難 しい と こ ろ であ る 。

凵本社会 に は （米国の ような）顕著な デ ジ タ ル デ

バ イ ドは到来せ ず ， 深刻 な不 平等や 2 極化 は 起 こ

りえな い の か もしれ ない
。 とす るな らば

， 人々 の

不平等感の な さを肯定的 に と らえる べ きか もしれ

ず，デ バ イ ドへ の 懸念をあお る こ とを避 け，人 び

との 情報機器の 受け入れ に ブ レー
キ をか け る よ う

な流れを防ぐべ きで あろ う。

　 しか し視点 を変えれば ，デ ジ タ ル デ バ イ ドへ の

懸念に差が な い こ と は ，情報機器の 浸透 に よ っ て

有利 に な りそ うな人で も，
と りわ け期待 して い な

い こ とを意味する 。 少な くと も
， 情報機器 の利活

用 は 階 層 高位 の 人 た ち （と く に高学歴 者）が先頭

に た っ て 推 し進め る べ きこ とか もしれず，彼 ら自

身に よ っ て 情報機器の 利活用 に よ る正 の 効果が棄

却され て い る現状 は，日本の 将来 に と っ て 望 まし

い こ となの か ，簡単 に判断はで きな い
。

　今後も情報機器 は 日本社 会に ます ます浸 透 して

ゆ くこ とだろ う。そ うい っ た なか ，実際の デ ジ タ

ル デ バ イ ドの 進展だ けで な く，人々 の 意識 もまた
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学術論文
一

情報化社会 に お け る 合理 的 無 知 一デ ジ タ ル デ バ イ ド意 識 の 集団差 は 存 在 す る か

注目され る べ きで あろ う。

　　　　　　　　　　　 注

1 ．こ の 問題 は 「態度」 とい う概 念 で 扱 え る 。 態度 の

一
般 的定義 は 「人 が あ る 対象 に つ い て 示 す 内 的 傾 向」

で あり，
い くつ か の 成分 （要素）に よ っ て構成 さ れ て

い る 。 な か で も本稿 と 関係 し た と こ ろ で は
，

「対象を ど

う 評 価 す る か （良 し悪 しな ど）」 に 関 す る成 分 で，そ れ

は Rosenberg ＆ Hovland （1960）で 態度の認知的成分 と

よ ばれ ，そ の 後 も多 くの 態度研 究 が そ れ を踏襲 し て い

る 。

2 ．Krech　et 　al．（1962）の 研究以 降，態度 を規定す る 要

因 は 大 き くい くつ か に 分類 され て きた が ，こ こ で い う

人 口 学 上 の 集団は，Krech　eI　aL の い う 「所属集団」 と い

う要因 に あ た る 。

3 ．よ り広義 の 「情報化に つ い て の 諸心理状態」に つ

い て は ，関 連 し た 既 存文献 が 存在す る 。本稿 と 内容 が

直接関係す る もの で は な い が ，情報ネ ッ トワ
ーク利用

者 の 満足，理 由，目的，効用，不安 （中村 1996 ；橋元

2002 ；； ヒ 2002 ；西 村 2003 ；岡 田 2002）な ど が 広 汎 に

調査研究さ れ て い る 。 また，遠藤 （2002，2004） は，イ

ン ター
ネ ッ ト利用 と 自己／社 会認識 と の 関係 に つ い て

興味深 い 分析視点を提示 して い る。

4 ．具体的な質 問項 目 と して は 「関心 あ る．
［青報 は 多少

苦労 し て も 自分 で あ れ こ れ 探す の が 好 きだ 11情報 を 集

め る 自分 なりの 方法 を 知 っ て い る」「た くさん あ る情報

の 中 か ら，自分 の 必 要 と す る 情 報 を 取捨 選択 で き る 」

「他人 との や りとりや仕事の や りと りで ，必要 な こ と を

きちん と相手に伝え ら れ る」「皆で い ろ い ろ な意見を出

し合 い なが ら，新 しい こ とを生 み 出す の が好きだ」で

構成 され る、、そ れ ぞれ の 項 目に 対 して 「あ て は まる 」

を 2 点，「や や あ て は まる 」 を 1 点，「あま りあ て は ま

ら な い 」 1あ て は まら ない 」 を 0 点 と した 。

5 ，例外的 に ，就業形態 （表 4 ）や収入 の 減少 （表 6）

な どで は 集団間 の 差異 が み られ た が，他 の 大部分の 階

層 の 指 標 に お い て 差 が み ら れ なか っ た 。 また ，た と え

そ れ が 有意な係数 だ と して も，値 は さ ほ ど 大 きくなか

っ た。
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